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　　はしめに　　　一・
9　　・

幸雄二．

・ 1960年4月DDR人民議会が農業集団化の完了，農業における社会玉義的生

産関係の勝利を確認して以来，一DDR農業政策の重点は，社会王義的農業生産

協同組合＝LPGを強化・発展させ，それを軸に社会主義農業の高度化をはか

ることにおかれることになった。すなわち，，国民に十分な食糧を保障し，社会

圭義工業に十分な農産原料を供給するために；農業に「工鏑的生産方法」1（m－

dustriemaBlge　Produktlonsmethoden）をとらいれ，農業生産の飛躍的な増

大を達成することが　最犬の課題になった。’そめカナメになったのか，農業へ

の「新経済制度」の適用一とりわげLP（㌫へめ経済計算制の適用と農産物の

統一価格制への移行一と経営間協業め促進であった。　　　　　　．二　　　二

　本稿では、60年代におけるLPGへの経済計算制の導入と統一価格制への移
　　　　　　　（1）
行につしての認識を所与のものとしたうえでジ後者の経営間協業を申£とした

70年代前半の麟離繊策と農産物価格上の諸搬について考察した巴．：

　（1）60年代の農業政策については，青木國彦「東トイソ農業の計画化　管理制度」平田

　重明編正東欧の農業生産協同組合（下）上（アノァ経済研究所　1974年）石田精三「ド

　　イッ民主共和国にみる社会主義農業の発展」、「経済』（1971年10月）を参照のこと

　（2）DDRの経営間協業の実態分析とし“t，青木氏のつきの一連の労作がある。（b

　rDDR麟褒噛瓢ナる観醐秦ω～（4）」r綾繍叢』瘤1丘舗1，2，3τ

一・・　．1　6e　lor3年）砲噛同組紬所有発展の一方鮮≒DDR嚇業組織繍鵜

　　　　　　　　　　　　　　　丁1－　　　　　　‘　．’　　1

プ



ノ

㌶曇麟駕彗響‡携欝籍蒸翼編麟讃慧倉憲

慌』（1976年）所収。，、：　．’t　　＼「　　，t　　・　ピ

1　経営商協業の発展と協業価格

　前述あようぐと，60年代後半以降の社会主義農業の高度化をめざす一連の諸政

策の中で，経済計算制の全面的実施とならんで重視されてきたものに，経営間

協業と農工複合にもとつく生産の集積と専門化の促進がある。そして，そのさ

い，協業参加経営間の経済的諸関係の決定的な基礎として，生産物ないし品質

別および作難顯の「昧価覇力・重要な役割をはたしている．かかる新し

い価格制度に立入るまえに，経営間協業の今目的発展段階にっいてみておこ

う6　．　，　　：　　　　噛・　　　　　　　．　　一　　　　　　　　　一

　経営間の協業的協力について｝ま，50年代末から農業施設の共同建設や共同土

地改良，MTS（農業機械・トラクタ、r一ステーション）廃止にともなう機械・技

術の共同利用などのかたちで実施されてきた。しかレピ当時の協業はまだ農業

生産活動の補助的・部分的な領域でおこなわれたにすぎず，一農業の高度化＝集

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
積・専門化をはかる基本方式として位置づけられたものではなかった。むしろ

当時は，低次タイプの第1・1型L．PGの高次タイプの第皿型LPGへの移行

と第皿型の経営基盤の強化を通じて生産の集積を促進するk，．V．・う課題が基本で

あった。すなわちfi『DDR統計年鑑』によれぱ，第1．・豆型¢）組合数は，60年の

1万2976組合から年を追って減少し，69年には4186組合へと％にまで激減し・’

そ膿業利願積も60年の202万3650・h・か・5・69・・p　vcは99万5330h・へ畔分以

上（やく103万ha）減少した。これに対して第正型の農業利用面積は，60年の

338万娩h・カ；ら6鋸は44・万533・・h・詰や」〈・0・万h・’増知（第1・皿

聖勘鎚蕪混鯉膿駐体艇撫頸蘇⑭癒馴型自
斑の艦営塞盤の強111Sにつ泰淀は，1第版回・ド咋ツ農民会議の．時点く1962年）で

　2　　　　　　　　　　72一
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　　　　　ドイッ民主共和国（DDR）における農業の高度化と農産物価格政策（谷江）

は，自力で拡大再生産しうる組合がやく200にすぎず，組合員に最低所得を保

証すると自力では単純再生産になる組合がやく3000，残りの3000組合は自力で

は単純再生産すらできず国家による短期信用供与が必要だったが，翌年（63年）

には先進経営は400組合1こ倍増し，64年には，農業への新経済制度の導入にと

もな。て，それぞれ，やく800，4800，700にな。簿．この時期以後の数字はみ

あたらないが，第正型LPGの優先的促進政策，すなわち第皿型への特別の供

出義務量ひき下げ措置，南北間の差別プtzミア（第皿型の多い北部地方に有利

なプVミア），第皿型所有の基本技術の新評価実施による技術の経済効率化の

達成および第皿型に有利な信用・利子政策など，によって，また高い生産水準

をもっていた第1・皿型の第皿型への移行自体によって，68／69年ごろにはほ

とんどの組合が拡大再生産フォンドの一定部分を自己蓄積資金でまかなえるよ

うになったといわれる。そして，かかる課題が達成される中で，すなわち60年

代の後半の時点で，統合的協業が主要路線の“つとして打ち出されるにいたっ

たのである。

　こうして，1966年2月第9回全国農民会議でウルプリヒトが提起した以後10
　　　　　　　　　　（4）
年間の農業発展の5原則によって，協業路線の確立が告げられた。すなわち，

LPGの経済効率を高めるために，社会主義的農業経営相互のあいだの協業諸

関係を発展させ，相互の経済的利益にもとついて多面的に結合し，統一的，民

主的に管理される共同体をつくること（第3原則），社会主義的農業経営と農

産物加工経営ならびに農業に生産手段とサービスを供給する特定の機関とのあ

いだの経済的契約制度をつくり，最高の科学技術水準ともっとも合理的な組織

化をめざすこと（第4原則）が，提起された。このウルプリヒト5原則が出さ

れてから，さまざまの形態の経営間協業が発展することになるが，すぐ後でみ

るように，その本格的展開は70年代に入ってからであった。

　経営間協業には，社会主義農業経営一LPG，　VEG（人民所有農場），　GPG

（園芸生産協同組合）一が水平的協業をおこなう協業共同体（Kooperations－

gemeinschaft）zと，、社会主義農業経営が，農産物加工をおこなう工業経営

　　　　　　　　　　　　　　　一3－　　　　　　　　　　3



や潰業に生爵殿齢する工業経継運綱門の経営および商雑営など
と一契約関係にもとついて証的協業をお・こな1う協業齢体てK・σP・iafiOtis’－

verb・nd）とカ・ある・そしてかカ・る協業賑が深化し繊協業する雛営 C
共同出資によって結成されるのが，協業組織体（Kooperative　Einrichtting）

苗る．昧繊体には，経営間組織体（ZBE）と馴組合醐織体（ZGE）

があるが，それが国有資産と協同組合的資産にもとついて結成された場合が

zBEであり，協同組合的資産と協同組合による利用のために引渡された生産

手段にもとついて結成された場合がZGEである。協業組織体はとくに，農作

物生産，食肉・ミルク・卵・家禽という主要生産物および若齢家畜育成という

場合の畜産一畜産協業組織体一，土地改良一土地改良組合一，農業施

設の建設一協同組合間建設繊体（ZBO）一，」とQ・う嫡で・ならび醸

業化学センター（ACZ）として絨される．さらに・法人化していない縫間

協業として協業的農作物生産部（KAP）がある。経営間協業はさまざまの形態

でおこなわれるが，’ L・ずれも参加経営の自由意志にもとつく協業であり；個々

め経営は独立を保っている。

　このように，DDR政府は，60年代後半以降，農業生産の集積；専門化の主

要路線とじて協業方式を採用したのであった。　　　’　”

←
とはいえ，合併方式にもとつく生産の集積という路線は放棄．されたわけでは

ない。・社会主義農業経営（LPG，　VEG，・GPG＞全体の1経営あたり平均農地

は，287ha（60年），368　ha（65年），593　ha（70年）・1133　ha（75年）’・t　A，と増

大し，その申で主導的役割を果たしている第巫型LPGの1経営あたり平均農

地も，534・ha（60年），605　h・（65年），819　h・（70年）・1180h・（75年）・へと

いちじるしく増大じており，ここに合併方式にもとつく農業生産の大規模化を

みることカミできる。　　　　　　　　．　　　．　　　　．　　　、

　それではt’かかる経営間協業がどのような発展をみせているかを数字でみて

　　　　　　　　　　一∬ご∵・三：＞li　1－’書；二．シ1『；∴ご・‘∫ド〉一・三臨三三；∴ニニ夢這三、だ’

メ凝鴻眩アVEGおよび加韮経営鯨澗業機関のあいだ嚇威｝醐’業

　イ4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⊥一・4　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　「



ドイツ民主共和国（DDR）における農業の高度化と農産物価格政策（谷江）

　．葦ぶ第1表．’偲67や75年にお1褒る協業連合体の増加

’　　　、　　　　P　　　　　ア　　　ρ

’『’ 協業 連合 体数 国家調達量にしめ

生産物
・96⇒・97・年1・97⇒・974年

1975年 る割合（1974年）

肉　類」 19 94 94 111 ユ15
A

一一
うち　豚肉 一

一

　
7
4
‘

74 86 88 54．1

牛　肉 ，一

　
2
0
・

20 25 27 14．8

ミルク 4 83 83 90 91 51．8

穀物 一
41 41 37 37 43．4

砂糖／澱粉 2 30 30 33 33 50．5

卵／家禽
一

14 14 14 14

一食用ジャガイモ 6 62 62 70 70 60．0
　1
野菜／果物 5 34 34 35 35 ｛翼蕩§8：8一

観賞植物 一 一
17 17 17

一乾草 一 一 一 一 、　5
一 一 ’

合　計・1 36 1358 1・・5 1… 1，4・6 1　“一
　－出所：　lndastriemdβige　Pγodi‘letionsmethoden　in　4qr　SOZ．iqlistiscken　Land－

　　　wirtschaft　der．DDR，　Dietz　Verlag，　Berlin（o），1976，　S．　243；Zur　Agrar－

　　　und　Bft’nd’i　ispolitik　der　SE1）bei　dilti　Gesidlti　”ngゼθr　entwickelten

　　　s°2Zα鰯s伽Gθsθ！1s6晒Pie匂y・呼Be・1in（。）・・1977；・S・138r

形態である〈協業連合体〉め総数｝む67年から75年のあいだに，第1表のよう

eこ，36から416に急速に増大した（なかでも，豚肉，ミルク，ジャガイモとい

う生産物ラインの協業連合体の発展が目を惹く）。70～75年にはその数は58増

にとどまっているが，既存の連合体を強化する努力がなされたσそのさい，よ

・り小さな連合体は統合された。第1表によればヂ1974年には農業の市場向け生

産”’（国家調達）にしめる協業連合体の比重は，豚肉，ミルク，砂糖／澱粉，，食

用ジゼガイモ，野菜で50％をこえるまでになっている。もちろんs，tそれは，ジ個

個の生産物醇よっで，また県によってもいちじる，しく異なってy）る。、各県にお

けるその比重｝ま，74倒こはs’甜菜の場合24～72％，穀物の場合23～64％，豚肉

の場劒醐繊願の場舗頚宏・鷲⑳揚翻吻殊凝援、鍋、

年証月江日発効繊徴湖業組織体模範定載の嬢かで誇協業連創勧奪誠汲⑳

　　　　　　　　　　　　　　　　　一一5，一　　　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5．s

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一

tt　　t・一．tt‘　　

　　・　　t　／一　．一・1



　　　　・；．　　”　　　・　’・”　’　　　　　　　　　　　1’T：1「ご

T一　第2表・．1965～76年1謝げる協業繊俸（ZGE）1磯展，

合　　　計
農業’ZGE㌔ ZBO 土地改良組合 ‘

④1◎ ④1◎ 釧◎ ④　　◎

65…… 1 733い7593 1・631 74・13321
・・24・い・31・⑫・

66－・… 1 8671・・⇒ 別・い3・51 372⊥・37・8 い・6163・8

67・…・一 ・・4已2671 2ggl・⇒ …1・655・ い・817767

68・…・・
1・252138・4・1 ⇒・・7・ 43・1 ・9⇒・・6い・3・

69…… 1 ・5671・・8931
622139862 1・坐・1・醐・1 …1・・398

70…… 1⇒ い・81・2789　　田577145gl　　　・239628952い951

71…… い⇒・・8521
・鴎い53・71 4551299路 1・951・2993

72……
1・83・已・51 …1誕・・1 46・132晶・ い9・1・3・・3

73∴・・一 23・gl・・6・挺 1　　　1244　152155 1…136778 い8・い32・・

・4・…・・ 1 23・81．256993 い坐・1・9974・ い・・1鍋・ い7gい銘75

75・・…・

　　　ン

、23721326269 い69・1269・・3 い72］ ・・7321・77い4256

76・・…・ 1 2…声・2・ い67・1287573 1233ト・・3竺 1・681・4・・3

　出所：・Statistisches　Jahrbuch　der　Di）R　1977”・S・　182・

　・備考：Cl）④は協業組織体（ZGE）数，◎は常時従業員数。

　　　　（・）舗には淋業研鍋ま口口・

基纈定が与えられ£が，・’・dのことによ・て鱗齢体が微ともい・そう促

進されるものと思われる。

っぎにく協業組織体〉の発展をみると，第2表から鵬かなように・・　65～os

年の頃まではその常時従類数からみても鶴間建設組織体（ZBO）・一と土醐

良組合が主であった。直接的農業生産分野での協業組織体，すなわち農業ZGE

は69年以降急速な発展をみせ，その後さきの新しい協業組織体模範定款の発効

によって，73年以後組織体数・’常時従業員数ともに飛躍的な増加を示し，：75年

には協麹織絵体の常時従業員鞠の8’・割歳全経営数の7繊をしめる｝＝

℃、抱た。t｝，その結果；・’73年に｝ま1・一畜産鱗組織体にようて・DDRIの牛全体の5

　6．　　　　　　　　　　　－6一



　　　　　ドイッ民主共和国（DDR）における農業の高度化と農産物価格政策（谷江）

％（そのうち乳牛の3・2％），豚の7．6％，にわとりの7．7％が飼養され，国家調

達ezしめる蹟は，鋸畜6．8％，ミルク3．1％，卵1・．5％に達し窪．舗，農

作物生産における協業諸関係の基軸的地位をしめている協業的農作物生産部

（KAP）は・68／69年にはじめて形成され，72年ごろには，　DDRの農地全体の

ほぼ％を耕作し・73年末には70％を耕作するまでになった。若干の諸県では，

KAPのしめる農地が90％をこえた。そして75年には，1210のKAPがDDR
　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
の農地全体の88％を耕作するにいたった。このように，KAPの結成によって

土地の集積度が飛躍的に高まるとともに，他の生産手段と労働力の集積度が，

したがって生産の集積度が直接高まった。KAPの平均農地は，75年に4130　ha

となり・農業経営のなかでもっとも平均農地の大きい第皿型LPG（同年に

1227ha）めやく3．4倍である。しかし，個々のKAP間では大きな差があり，

小さいものは1000ha’大きいものは1万haにたっするもの（そのさいは，

たいてい2部門に分割されている）もある。大多数のKAPは，3000～6000　ha
　　　　　（10）
に属している。

　なお・75年には・大規模な農作物生産専門LPG（組合数47，農地全体28万ha，

平均農地6013ha）・農作物生産専門VEG（経営数6，農地全体3万1600　ha，

平均農地5267ha）および畜産専門VEG（経営tW　6，総農地1万ha）が登場

しているが・ここにも今日のDDR農業における集積・専門化の驚異的な進展

ぶりをみることができる。

　以上，経営間協業発展の今日的到達水準を確認してきた。かかる協業諸関係

の発展にとって国定生産者価格とは別に，新しい独自の価格形態すなわち協業

に参加する経営間および経営間の協業組織体と出資経営間でのみ効力をもっ

〈協業価格〉の形成と適用が不可欠となった。というのは，合併の場合と異な

り，協業の場合は経済計算制にもとつく自立した経営間の経済的契約関係（役

務の給付，生産物の供給など）が決定的役割を演じるからである。
　　　　　　　　　くエリ
　『農業法レキシコン』によれば，協業価格とは，協業に参加するLPG，　GPG，

VEGおよびそれBの協業組織体間の経営間諸関係の領域にその作用が限定さ

　　　　　　　　　　　　　　　　一7－　　　　　　　　　　7



れたところの，社会主義農業における特殊な価格形態である。したがって）そ

れは第三者との経済的諸関係にも，また返金額や国家財政への上納金の高さに

も何ら作用しない．協業参加経営は，国定価格が設定されていないか・設定さ

れてはいてもそれ醐業パートナー（およびそれらの協業組織体）間の商品

一
貨幣関係の合理的形成に適しないような農産物と役務（サービス）にたい

して協業価格を適用する。

　協業価格の形成方法には，各協業体の具体的条件に応じて，コスト補漿型と

拡大再生産のための利潤部分を含めて算定される利潤保証型（利潤割増型）が

あり，後者1こは国定価格を適用する場合と協業体独自の算定の場合とがある。

ふっう協業化初期の協業水準が低い場合，すなわち協業体の集積と専門化の度

合が低い場合，鱗効果がよ朔砲・表示でき計算・決算が単純であ噛肌

やすいことから，コスト補填型が適用される。なお，作成は参加経営の代表

によって構成される協業評議会が担当し，LPG，　GPGの組合員総会におい

て，またVEGのディレクターによ．って決定され，上級機関によって認可され

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユの
　『協業』誌1973年8月号の協業価格形成問題経験交流会において，コスト補

鯉の繊例としてKAP「炉デヴ・ツ」カ・・利潤保証型の例としてKAP

「。。一、ツ。ブ」が紹介されている・そこで・，“これによ・て・協業価格の実

際例をみてみよう．まず，KAp　rガーデヴ・ツ」では・このKAPの経済学

者。ルフ・ピ。ツ・ングtCよれば，1973年ecは参加LPGとVEGにt‘V’しそ

の総生産高の50％に達する430万マルクの飼料を売却する計画であるが・その

売却は個々の飼料にたいして品質に応Pて格差づけられた継価格でおこなわ

れる。そのさい，粗飼料と液状飼料には独自で算定したコスト補填型協業価格

が，飼料用穀物，飼料用ジャガイモ，飼料用甜菜には国定生産者価格が適用さ

れる。このKAPで低いコスト補填型協業価格を適用したのは，相対的に低い

生産段階にある参加LPGlとVEGにその農作と畜産の拡大再生産費用を保証

するためと，計画化と計算を単純化するためで一あった・したがって・’KAP自

　8　　　　　　　　　　　　　　－’8－一
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t・． ㍍ナ．，．．，、t一第・3表ミ：XAP渠ガ≡デヴ子ツ」三．にお母る．．9／TZ二1ト補填型．

　c．　　，，、パ、バ，巨‥敢草協業価格の計算く1973年）　一…’ニー・・

、，L

費　　用　一め・　種・類 ク、ローパ／むらさきうまごや．し／草類

） haあたりマルク

直接生産費…一∵11・①・ 1040・　・、、一・

種子・種苗費　、　　　　　こ’1三、’

肥料1
費
・

170　、．1．．　　　．：：・　　　　　　．二　’

280

技術的経費 　　　馳ゴ510　　　　　　．．．、

労働支払　（労働単位×12マルク） 80

一般経費…・・……② 390

原価（①十②）…③ 1　　・4・・

準備金・……・…・④ ㌧　190
∨ ．’

国庫納入金

飼料共向貯蔵用準備金 ，　　　　　150　　　．
、→　、　　　・　　　　・　．　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〆

　　　　　　　　　　　　．’

総経費（③＋④〉’牧草収，量　（h亘あたり）∵　－㍉㌘二亘： ロベー卿⊂．．．、　　　　　　420（単位・100kg）．

一 　．．　　　　　≡，．　　　　㍉・：’二 三；≒≡’：・’『『・“〆『’　　　　　　；・．　　・“
　　　　　　　　　”　：㌧　　　　　　・　　　　　二’r『二・

騨鱗雌罐鍋〒艦1一 　　　　　　　　　　　　　　‘

3β5マルク／100kg

出所’・V・γe£吻・拠gS♪・・ise・棚V・・‡¢｛l　ftir　atle　Kδ・♪診・bti。ns微t錫¢。一

　　’An舌iPbヂt’　9eben　und　E「fah「ungen　vermittelit，“Koqperation，，，1973，　Heft，．

　　8，S．467．

　　　　　第4表KAP　1「ガーデヴィツ」における品質等級別
：，一、∴ ．、． 　、、　　「牧草協業価格（19Z3年）

品1質，等級 価格割増・割引率

工
正
瓦
書

十10％

－ 10％

－30％

品質等級・別協業価格
（IOO　k9あたりマルク）．．

4．10．’・

3．85．

3．5e

2．70・

：出所逗趨韓痴轟ξ滅碗・融瞬磁・灘滅ヵεπ嚇姦をτ蹴↓．，ヒ’

　　鋤0言瞬鰍字・…ジ；㍉，≡三〆巳ご　　　　バ：tt

　　　　　　　　　∴：二．二：ご，㌧：：　　　三一9≧一チー　　　　　．　　　　　　　　　　、　’　　　　　　　　ミ墜．



　　　　二　；一一：・’，三工．t，ir－：i’：：tt撒’‘一’t－　t’x，t　，，！lJ’　tt’

身は，飼料の市雛産の鞘離産翻を回滅る嚇で・当分の間・拡大再

生産費用を記羅しえない．’どあび醗吾瀦灘⑳ww価格の算定鴎L

3表によって示されたとおりであるが，それはさらに品質によって差別されて

いる（第4表参照）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し

つぎに，KAp　rツ・一ルツ・ブ」における利潤保証型協業曄の例をみよ

う。当KAPの指導者ヵ一ル・ツァーラドニクによればつぎのとおりである。

ここでも，KAP化の初期セこは，コスト補填型協業価格を適用しており，利潤

保証型にうつったのは，1970年からであった6利潤保証型にうつったのは・農

業生産とくに畜産部門L（・さまざまな集約化措置の実施により集積と専門化をい

ちじるしく促進した（たとえば豚生産協同組合間協業組織体の設立）ことから

KAP自身が自己フiンドを装備して集約化をいっそう促進する必要が生じた

ためであった（73年には，このKAPの自己フォンドからの農作物生産用共同

フォンドへの投資額170万マルクが見積られている）。このKAPで生産し参加

LPGに売却するすべtの飼料作物（国定生産者価格が規定されている飼料作物

を含む）にたいして独自算定の利潤保証型協業価格一畜産の集積・専門化が

進展した結果，特殊な飼料需要が生じ，また諸部門の収益性が異なっているこ

とから・，個々の飼料にたいして差別のある利潤追加金が規定されている一が

適用されている。なお，KAP「ツィールツォブ」における利潤保証型協業価格

　　　　　　　　第5表　KAP「ツィールツォブ」における飼料の

　　　　　　　　　．一・利潤保証型協業価格（19T3年）．

飼　　料
」（　コスト計算100kgあたりマルク）1 利潤割増率

　（％）

1（協業価格100kgあたりマルク）

　　　　　　　　　　　　　“

穀物
　　　’
31．00 45

”

45．00

飼料用ジャガイモ 11．00 10 12．00

飼料用甜菜’， 8．00 25 10．00

サイロ・トウモロコシ 2．50 60 4．00

天然飼料． 3．65 10’ 4．00

‘

出所：三碗ア修泌bα卿π8鋤θisθえμ腹Vorte’ilア翫泌」θこ式00ρθγ娠oπSρ苗まカ¢ガ↓’；1・・

　　　・h．a．0．，　S：368．　　　　’　　1　　　　　　　　幽’‘　　　　　　　　　　　・　，　，＿三・一「）

10　　　　　　　　　　　　　　　－10－・
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の算定は第5表のとおりである。

　なお，KAPで生産される飼料の協業価格の形成と適用についての政府の指

示によれば，とくに集積と専門化の進展度の相異や畜産の諸部門の経済的条件

の相異を考慮して協業価格を規定しなければならないとされている。たとえ

ば，主として家禽飼育用や豚肥育用飼料の協業価格の申には，ミルクや牛の生

産のための粗飼料のそれよりも高い利潤を追加すべきであると。

　政府は，1975年8月28日の「農業・食品業1こおける社会主義的集約化促進の
　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
ための経済的措置の改善についての決定」の中で，注目すべき新しい協業価格

形成原則をうちだした。とりわけ，飼料の協業価格の形成のさい，農作物生産

経営と畜産経営間の経済的関係を新しい条件に応じて形成するため，社会的必

要支出から出発しなければならないとした。そのために，KAP，農作物生産

LPG・VEGおよびそれらのパートナーは，運搬コスト，共同コストおよび利

潤などのノルマチーフの適用のさい一定した計算方式にもとついて形成され

た，しかも長期的に妥当する協業価格を適用すべきであること，同等の自然

的・経済的生産条件をもつ地域ないし協業体では漸次統一的協業価格を適用す

べきであることが勧告された。なお，農業化学センター（ACZ）の協業パート

ナーへのサービスにたいする協業価格についても，県評議会の指導にもとつい

て，自然的経済的生産条件に応じて格差づけられた，統一的最大限価格が設定

されなければならないとされた。もちろん，この協業価格はACZにおける拡

大再生産費用やプ1／ミア・文化・社会フォンド用の資金を取込んだものである

が，工業的な農作物生産の基地としてのACZはそのサービス協業価格をでき
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）
るだけ低くし，高い利潤を得ないようにする義務をもつからであった。

　KAPと参加経営間の飼料協業価格とACZの協業パートナーへのサービス

価格の問題の他にも，縦断的生産工程において協業する諸経営（たとえぼ専門

的幼牝牛飼育経営一→専門的若齢牝牛生産経営一→ミルク生産経営）間の中間
　　　　　　　　　　（15）
生産物の協業価格の問題などがあるが，ここでは割愛せざるをえない。

　（1）原語はvefeinbarungspreiseであるので「協定価格」と訳すべきであるが，協業

　　　　　　　　　　　　　　　一11－　　　　　　　　　　　　　　　11’



　諸関係にかかわって使用されることが多いことを考慮して，ここでは「協業価格」と

　訳した。

（2）青木國彦氏によれぱ，経営間協業についての「当初の位置付けは，主として補助的

　部分プロセスが対象であり，直接的農業生産自体では’一”部畜産等若干の分野しか対象

　とされなかった。しかも，補助的部分プロセスについては専門経営の創出として一般

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　　妥当的に位置付けられたが，直接的農業生産自体では中小LPGにおける集約化や工

　業化，協同化，更には合併の準備として位置付けられる傾きがあった」（前掲，青木

　論文②，p．60）。

（3）K。11。ktiv　u・ter　L・itung…G．　G・ttn・berg・D《・勿・癩i鋤・励5sτis吻

Ag。。。醐鋤・n　d・i　k・g・h・eitig・n　B…’t’・hilf・　und　dent・le…tischen　B°den’

．、eS、b，，，v，　。。・　Aw・arbeit・it9　imd　Anwendung　deS　，neuen　i」le・n・Miseh・n’　SYSteMS

d、。　P9。nung　。nd　L、ituag　in　der　Landwirtschaft．．der　DDR・　B・rlin（・）・1965・

　S．278．

（4）W。1ter　Ulb・i・ht，・Z・m・bk・n・misch・n・SY・t・M・des　S・鋤・紗・励・・DDR・

　Band　2，　Dietz　Verlag，　Berlin（o），1969，　S．16／17．

（5）「協業組織体は独自の管理体・独自の経営計画・独自のフォンドをもつ，専門化し

　た，ますます工業的に生産する生産単位である」（「LPG・VEG・GPGならびに食品

　業および商業の社会主義経営の協業組織体模範定款一1973年1月1日発効一」第

　　1章第2節，前掲，青木論文②，p．72）。

．（6）A。t・・蜘U・ktiV，・i・dUStrieMdβige　Pr・d・kti・n・m・th・d…i・・der　s・zi“liSti’－

、、he。．L。nawi，t、吻餌、・DDR－Entwi・hl．ung．　der・　ge・・1；・・h・ftii・h・n・O・g・ni‘一

　sation　der　Prodttktion　und　der　Arbeitsteilung，　Dietz　Verlag，　Berlin（o），1976，

　S．242．

（7）前掲，青木論文②，PP．82－3，参照。

（8）A。t。，e・k・U・kti・，・1・d・・trieMdβige’　PrOd”kti・n・m・th・d・n…・a・　a：　O・・　S・206・

（9）　Ebenda，　S．178．

ao）　Ebenda，　S．184／185．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

a”A。t。t・nk・ll・kti・unter・L・it皿9・。・R・i・・t・A・rlt・　L・xik・n　R・・ht　d・r　Land“

　ω泌s6肋プεder　1）Z）R，　Sttiatsverlag　der　DDR，　Berlin（o），1975，　S．331．

aZ　V・・ei・b・・Un9・p・ei・e・um　V・・t・il・ftt・・all・K・9perati…p・・tn・「－Antw°「t

9。b。und　E・f・h・皿9・・ve・mi仕・桓，“K・・perati・n”，1973・H・ft　8’S・366／369・

倒“G・・et・bl・tt　d・・DpR”・1・N・・37・1975・S・M5／瞬・

図A・t・・e止。11・kti・皿t・・L・it・hg・v・n　R・in・τA・1t・五9働⑳疏揃S彦賦’

．Ctnd硫γτsc批ザt・sftinktioitdt6－Gruヵ4γゴβ，　Staatsverlag・deτDDR，　Berlin（o），
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　1976，S．78：　　　　’　　　、　　・：・　”t；’三二’．　　　一一　　　・．　’1坪三ご　，　t．，t　．t∵1　　、　・　．・　；－　　　　r

個　これらの間題を取り扱っ1たものに，．・少し古いが，基OOPRration誌の次の諸論文が

　ある。Werner　Lehmann，　Die　Erγechnung　der　Veγeinbar”ngsPreise　bPt’berti．

　kaler瓦ooρ〃励ゴoηmit　mehr　als　zωei　Stufen，‘‘Kooperation’，，1968，宜eft　1；

　Christa　Focke，　Erhaまt）Seide1，　Zitr　Erarbeitabrig、bkonbmis6h　begrtindeter

V・・鋤物μη9を麺Yc・・i輌襯9・カ・・i・ψ緬・・K・。♪¢瞬・力励・・P血外・微

μ・襯勉“1．g・P：・・atiOn’㌧ユ；6a耳・ft　8；Ch「i・ti・n　L輌a叫pi・k　Ki1鵬1・

　VOをScnlag了髭をVeγei％bdr拠9sPteise　bei　der　KoOρθγαおoぢ玩d’eγR碗e吻1一

　ωカ9，1‘Ko6Petation”，1968，　Heft＆　　　　　・　　　　　　　　・　ド．　　　．　　　’

．㌻ぽ＿，耳浸近【こ細確端即○＿，，一．、
　．．　f；∴∵㌣∴：　　．の進展と農産物価格政策．　一，

・’ ．．∴’ 」・i・1：i，ll：“．’・1（’t－　　　　　　　　　『　r　　　　．・一：　．・＾・・㍉一．C‘

　最近における．DDR農業政策の重点は，ひきつづき協業路線めいちそうの展

開，；生産の集積と専門化の促進およ．び農業機械化などを柱とする農業の｛1〈工業

的生産方法〉べの移i行であ1る♂工業的生産方法の主要な指標として通常っぎの

諸指標がかかげられている。すなわち，手労働がますます機械労働，完全な機

械体系によってとって代られること，大規模な専門的生産単位を形成するまで

に生産の集積と専門化が促進されること，段階的（垂直的）生産が生産物と技

術工程に応じておこなわれ個々の生産段階の結合が協業をとおしておこなわれ

ること，最近の科学的成果がたえず農業生産に応用される．こと，特定の労働が

自立した専門的生産単位によっておこなわれることなどである。

　最新のDDR農業における工業的生産の進展には，’日本の零細型農業に比べ

まさに目をみはるものがある。農産物価格にっいての最近の諸措置にはいるま

えに，’ その到達水準と国際的水準をしめす若干の指標をあげておこう。’

　まず農業機械化について。1960年から75年までのあいだに，農業機械保有台

数齢頷鞭塚琴騨蹴ら13万卿資堅埠恒饗⑭9台鰺蛎
12235台くう■職婬El512型遠ンベ4ン注万1578台），：）予滅ガ拓モ」：ば乏吠κ

一
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ンが6386台から9174台に，甜菜コンバインが3665台から4949台に増大した。機

械保有率は，同じ期間に，農地100haあたりトラクター馬力数は38．7馬力から

128．0馬力に，トラクター1台あたり農地は84haから42　haに，’コンバイン1

台あたり穀物作付け面積は340haから218　haに，ジャガイモ・コンバイン1

台あたりジャガイモ作付け面積は107haから58　haに，甜菜コンパィン1台あ

たり甜菜作付け面積は66haから54　haに，向上した。その結果，機械化度は

いちじるしく高まった。すなわち，大型機械による収穫作業（面積比）は，

1960年から75年までのあいだに，穀物では37．9％から100％1＝，ジャガイモで

は24．6％から94．6％に，甜菜では46．1％から99．5％になり，これらの農作物で

はほぼ完全な機械化が達成された。そのさい，農作業がますます高性能の近代

的農業機械によって遂行されるようになったことが最近の特徴である。たとえ

ば，1976年には，コンバインE512型による穀物収穫作業はついに面積比で100
　　　　　　　　　　　　（1）
％（69年は32．0％）に達した。

　農業化学化についてみると，1974～75年の肥料使用量（1haあたり純成分）

は，窒素104．Okg（1959～60年一38．Okg），燐酸71．6kg（同一32．7kg），

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
カリ113．2kg（同一82．3kg），石灰199　kg（同一128．2kg）に釦曽大した。

さらに最近では，専門的に農業化学上の作業に従事する経営間協業組織体であ

る農業化学センター（ACZ）が設立され，－1975年はじめには，216のACZ

と105の農業化学プリガーデが存在一農業化学作業の効率化がいちじるしく

高められた。たとえば，無機肥料1トンあたりの輸送・貯蔵・撤布コストは，

LPGやVEGによると40マルクであるが，　ACZに委託すると平均22マルク
　　　　　　　　（3）
に50％近く減少する。

　かくて上記の農業機械化・化学化指標および前章で示した協業化指標に例示

される農業の工業化の進展によって，労働生産性はめざましい高まりをみせ

た。

　すなわち，1970年の工業的生産施設における生産物単位あたり支出労働時間

は1960年の第皿型LPGにおけるそれよりも〕穀物生産では90％，ジャガイモ
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生産では55％，甜菜生産では68％，．ミルク生産では69％，屠豚生産では86％も

減少し＄2．かかる労雛産性の向上ecよ品，麟従瀦数膿業集団化が開

始された1952年から74年末のあいだに50％以上減少（52年は，やく200万人→

74年末には，やく85万人）したにもかかわらず，農業生産高はいちじるしく増

大した。1950年から75年までのあいだに，DDRの農林業の総生産高は89億マ

ルクから147億マルクに65％増大し，最近にかぎっても1970～75年のあいだに

12％増大した。国家調達量も，1960年から74年のあいだ1こ，穀物では1881・8キ

ロトンから2965．9キロトンへと58％，屠畜では1089．5キロトンから2114・5キロ

トンへと94％，ミルクでは4878．3キロトンから7596．6キロトンへと55％・それ

　　　　　（5）
それ増大した。

　最後にDDR農業の世界的水準を示すものとして，小麦をあげておこう。小

麦のhaあたり収量は1970～74年平均4000　kgとなり（60～64年平均一3090

kg），第6表にみられるように，西ドイッ，フランスなどとならんで世界的先

端水準を達成するまで1こなった（参考までセこいえば，1970～74年の小麦収量

は，平均西ドイッ4340kg／ha，フラrンス4200　kg／haである。なお，アメリカ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの
は2110kg／ha，ソ連は1540　kg／haときわめて低い）。

　さて，最近の農産物価格政策にうっろう。1970～76年のあいだに70年，72年

および75年の3回にわたって農産物価格規定をふくむ農業・食品業にたいする

〈経済的措置〉についての閣僚評議会決定が布告されているので，それらにそ

ってのべていきたい。

　（1）「1971～72年における農業・食品業への社会主義経済制度の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）
　　　いっそう十全な適用についての措置（1970年12月1．日決定）」

　1971～72年に施行されるこの経済的措置の主な内容はつぎのとおりである。

　第1に，原価ひき下げと生産の向上をめざす闘争のなかで生産者価格がはた

す役割をつよめ．るために，71年よりかなり大幅な価格改訂がおこなわれた。す

なわち，「農産物生産に必要な社会的支出を価格に十分反映させ，生産者価格

　16　　　　　　　　　　　　　　　－16一
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間の諸関係を改善するため」として，ミルク，屠畜，羊毛（上品質の），ジャ

ガイモの価格がひき上げられた。100kgあたり，若齢牝牛（屠殺価値級C）は

380マルクから390マルクに，屠豚（同C、）は500マルクから520マルクに，お

そまきジャガイモ（価格グルAプ1，品質等級B）は13マルクから16マルクに

ひき上げられた。

　第2に，1969年以降穀物とジャガイモをのぞいて撤廃されていた国家義務指

標が復活した。すなわち，従来からの穀物とジャガイモ｝こ加えて屠畜，ミルク，

卵，甜菜の国家調達指標が，また重要農作物の作付，家畜保有高，牝豚保護に

たいする評価指標が復活した。

　第3に，過渡的な差額地代分配政策として1969年に導入された返金額制度が

国庫納入金制度に発展的に解消されるべきことが規定された。すなわち，第

皿型LPGにたいして総所得にリンクされた国庫納入金制度が導入され，さら

にあらゆるタイプのLPGにたいし，労働力あたり年間7200マルクをこえる

所得部分は追加的に累進税が課せられることになった。第1・五型LPGには

返金額制度が維持されるとはいえ，できるだけ第皿型へ移行させることによっ

て徐々に国庫納入金制に移行させる方針がだされた。みられるように，差額地

代の分配は，農産物価格政策をとおしてではなく農業所得税によっておこなわ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
れることになった。なお，上記の閣僚評議会決定にたいする補足措置（『DDR法

令集」第皿部第68号，1971年）において，経営間協業を促進させるため国庫納入

金・返金額についての特別規定が追加された。すなわち，1972年より，協業組

織体に参加する第正型LPGは協業組織体の国庫納入金額を共同で決定する権

利をあたえられた（もちろん，その最低額は厳守されなければならないとされ

た）。また，第1・皿型LPGが他の経営と協業する場合，一定の範囲内で，

LPGとその成員の返金額の一部は自己投資に向けることができるとされた。

　第4に，1969年以降おこなわれていたノルマチーフ付加金の蓄積率へのリン

クは，1972年には適用一されないことになった。しかし，ノルマチーフ付加金制

度はなお維持され，4972年に｝ま，1ミルク，屠畜，種畜・役畜および工業的生産

　　　　　　　　　　　　　　　一17－　　　　　　　　　　　　　　　17



施設（専門LPG・VEGやZBE・ZGE）にたいして優先的に投入されるべき

であるとされた。

　（2）　「『1973～75年の社会主義農業・食品業における経済的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
　　　規定の改善』についての決定（1972年9月20日）」

　この法令における主な措置は，①経済的規定の抜本的簡素化と指導と計画

化の必要経費の節約をはかる措置，②農産物価格の部分的改訂，③工業的生

産を促進するための措置であった。

　まず①の経済的規定の簡素化と管理費節約のための措置として，市場向け生

産の増大にたいするノルマチーフ付加金制，食用ジャガイモ，甜菜および穀物

を半専門的に生産するLPGとVEGにたいする価格割増金制，ミルクと屠畜

の季節別価格格差づけ制などが廃止されることになった。それによって節約さ

れた資金は，生産者価格ひき上げや生産向上，工業的生産への刺激措置に投入

されることになった。

　つぎに②の農産物価格の部分的改訂であるが，その主なものとしては，食用

ジャガイモ，屠牛，甜菜などにおける価格改訂があげられよう。まず食用ジャ

ガイモは，その半専門化にたいする従来の価格割増金（4～5マルク／100kg）

は価格のなかに含められた。そして，品質等級IAの食用ジャガイモ価格だけ

1マルク／100kgひき上げられ24マルク／100　kgになった。屠牛の場合，屠殺

価値階級Bの屠牛の価格が平均35マルク／100kg，階級Aの若齢牝牛の価格が

10マルク／100kgひき上げられた。また肥育率（重量）の高い屠殺用若齢牝牛

の価格割増金が1頭あたり50マルクひき上げられた。甜菜のなかでは，高い糖

分含有率をもっ等級の価格が9．50マルク／100k9にびき上げられた。全体とし

て，ここでの価格改訂は住民の高品質農産物にたいする要求にこたえることte

主眼がおかれたものであった。

　最後に，③の工業的生産の促進措置であるが，その一つとして，重要な農業

用生産手段（農業機械，畜産用設備および農作物保護手段）の農業むけ譲渡価

　18　　　　　　　　　　　　　　－18一



　　　　ドイッ民主共和国（DDR）における農業の高度化と農産物価格政策（谷江）

格が大幅にひき下げられた。その・うち農業機械の譲渡価格のひき下げはつぎの

とおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　1972年まで　　　　　　1973年より
　　　　　　　　　　　　　（1台あたりマルク）　　（1台あたりマルク）

トラクターK700／701…………………155695　　　→　　　　100000

耕　転　機B500…・……・……・・　　…　17850　　　　－一＞　　　　　12000

耕　転　機B501・……………・……・…　23970　　　－→　　　16000

コンバインE301………・・……・………　47940　　　　→　　　　　35000

　また特定の工業的生産施設の生産物にたいして，作業開始後3年間にかぎり

生産物結合的価格割増金が支払われることになり，これによって専門LPG・

VEGおよびZBE・ZGEは工業的生産へ移行した初期において収益性を保証

されることになった。かかる価格割増金額は，100kgあたり，ミルク8マルク，

牛40マルク，若齢牝牛300マルク（1頭あたり），子豚30マルクまでであった。

さらに，投資補助金は特定の選ばれた工業的生産施設にたいして集申的に投入

されることになった。

　（3）　「農業・食品業における社会主義的集約化促進のための

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
　　　経済的措置の改善についての決定（1975年8月28日）」

　この法令では，「農業・食品業における経済的措置の改善は生産の社会主義

的集約化のいっそうの促進と工業的生産方法への移行に集申されなければなら

ない」という観点から，つぎの諸措置が決定された。

　まず農作物生産のいっそうの集約化のためにいくつかの措置がなされた。第

1に，栄養飼料・蛋白飼料の生産にたいする物質的刺激をつよめるための措置

として，1976年より，VEB（人民所有経営）穀物企業との契約にもとついて蛋

白成分に応じた，平均3マルク／100kgの価格割増金が小麦と飼料用大麦に支

払われること，飼料用豆類の生産者価格は50マルク／100kgから80マルク／100

k9にひき上げられること，工場的畜産施設にたいし飼料穀物の優先的再分配

がおこなわれるぺぎで厳り・，．そ・のために追加的に購入される穀物には10マルク1

　　　　　　　　　　　　　　　　－19－　　　　　　　　　　　　　　19



100kgの価格割増金が保証されること，飼料用からす麦の生産者価格は穀物

価格間の諸関係を調整するため42マルク／100kgから38マルク／100　kgにひき

下げられることなどが，決定された。しかし，その他の農作物の価格は，集約

化と集積・専門化の促進に十分適合しているとして，旧来どおりの水準にすえ

おかれた。

　第2に，飼料協業価格の形成原則についての新しい指導要領がだされた（本

稿第1章「経営間協業の発展と協業価格」を参照）。

　第3に，農作物生産にたいする国庫納入金の算定制度が改革された。すなわ

ち，前述のように1971年以降協業組織体の国庫納入金の算定は参加LPG・

VEGに委ねられていたが，社会的生産組織の発展にともなって農作物生産専

門LP　G・VEGとKAPの国庫納入金の算定指標が与えられることになった。

そしてかかる諸経営は，与えられた算定指標と総所得ノルマチーフにもとつい

て自主的に国庫納入金額を計画し遂行しなければならないとされた。また，総

所得ノルマチーフをこえる部分にたいする国庫納入金ひき下げ率は従来の50％

から25％になり，さらにそれと関連して最低額はひき上げられた。このような

国庫納入金制の円滑な作動のために，それまでの生産物結合的価格割増金は，

主として不利な生産条件をもつ農作物生産専門LPG・VEGとKAPに投入

されることになった。

　っぎに畜産の集約化を促進するための措置をみよう。一部の畜産物の生産者

価格は，価格比率の長期的な固定化，個々の畜産部門間での工業的生産への異

なった移行条件および最近におけるコスト発展の相異一それは，とりわけ，

豚，卵，家禽の生産には過大な収益性をもたらし，他方牛生産では拡大再生産

費用を自己調達できないという状況をもたらした一によって，工業的生産お

よび集積・専門化への要求に矛盾するようになったとして，改訂されることに

なった。この価格改訂の最大の特徴は，工業的畜産経営と伝統的畜産経営にた

いして差別的な生産者価格が適用されたことである。たとえば，生ミルクの生

産者価格は，工業的施設にたいしては9マルク／100kgひき上げられ90マルク／
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100kgになったがプ：その他のミルク生産経営にた“じては3マルク／IQO・ikgひ

き上げられ84・vル’ク／100kgになつた。これまで価格割増金が支払われていた

乳畜施設や主にミルクを生産する半専門LPGにたいしては，84マルク／100kg

の生産者価格に加えて，．一時的た5マルク／100　kg一までの価格割増金が支払わ

れることになつた。．屠牛の平均生産者価格は，工業的生産施設からの肥育牛に

たいしては80マルク／100kgもひき上げられたが，のこりのすべての屠牛（子

牛は除く）にたいしては40マルク／100kgしかひき上げられなかった。さらに

工業的幼牛飼育にたいして1頭あたり300マルクの価格割増金が支払われるこ

とになった。屠豚価格は；その過大な収益率を調整す6ため，すべての生産者

にたいして平均30マルク／100kgだけひき下げられた。種豚価格はあらゆる生

産者にたいしてil’頭あたttり．200マルクだけ・30～40　kgの種用豚にたyxしては

平均50マルクだけひき下げられた。屠豚同様収益性が過大な屠殺用家禽の生産

者価格も・プロィラー0・．80マルク／kg力嬬力とリユヌ3左多≠kgれあひるQ・50　Y　ju

　　　　　　　　第7表工業的畜産経営にたいする国庫納入金の

　　　　　　　　　　　・算定表1＜19T6年発効）　　　　／

基本フォンド収益率 国庫納入金 基本フォンド収益率 国庫納入金
（基本フォンド1000マルクあたりマルク） （聾騒づ 働；蕎∫｝膠マ）1 （聾量蓉レ〕
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　　　ドイッ民主共和国（DDR）における農業の高度化と農産物価格政策（谷江）

Intensivierung・，‘‘GCsetzblatt，，，1，　Nr．37，1975，　S．645／652．

おわりに
’

　以上，ドィッ民主共和国（DDR）における最近数年間の農産物価格政策を農

業政策上の課題，とりわけ経営間協業を中心とした農業高度化政策とかかわら

せて紹介してきた。その中に看取される特徴を要約するとつぎのとおりであ

る。

　その第1は，機械化・協業化・専門化をもって集約化をはかり，「発達した

社会主義」建設期にふさわしい農業生産力の高度化を達成するという基本路線

が貫徹されていることである。そのことは，とりわけ，工業的生産施設の生産

物の価格を他の「伝統的」経営のそれより高く設定するという新たな二重価格

政策をはじめとする工業的生産促進のためのさまざまな価格上の措置，生産コ

ストを下回る価格での農業用生産手段の売り渡し，国定価格とは別に経営間協

業諸関係において設定される協業価格制の導入と発展，にみられる。

　第2は，差額地代分配政策の発展である。すなわち，農産物の統一価格制の

全面的実施（1969年）のさい一時的，過渡的方策として導入された返金額制に

よる差額地代分配政策にかわって，国庫納入金制による差額地代分配政策が導

入された。これによって，差額地代の分配は，直接的農産物価格政策によって

でなく，主として所得政策によっておこなわれることになった。

　第3は，農産物価格の一般的水準の安定化傾向によって食糧品の国家小売価

格水準との良好な関係がうちたてられたことである。第8表は，1970年＝100

とする農産物の平均実現価格指数を表わしたものであるが，1971年以降農産物

全体の価格水準が安定しているだけでなく，個々の主要農産物の価格水準も安

定している。その結果，第9表にみられるように，1960年以降一貫して安定化

傾向を示している小売価格とともに，71年以降農産物価格も安定するにいたっ

たことは，国民経済的観点からみてきわめて大きな意義をもっている。
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　　　　　ドイッ民主共和国（DDR）における農業の高度化と農産物価格政策（谷江）

　本稿は，他の社会主義諸国や資本主義諸国の農産物価格政策と比較しない

で，もっぱら，DDRのそれに限定して，しかも最近数年間に限ってのべたも

のである。また，DDR農産物価格政策をめぐる理論的諸問題については十分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ

な検討をおこなわないで，実態φ紹介だけにとどまっている。しかし，これら

の簡単なスケッチをつうじても，DDRにかぎって言えば，農業部門が社会主

義経済の「アキVス腱」では決してなく，逆に，西ヨーロッパ諸国などと比べ

不利な歴史的・自然的な制約条件の下にありながら今日西ヨーUッパ諸国と肩

を並べるほどの農業の高度化を達成していること，そして農産物価格政策の面

でも成功をおさめていることの一端が明らかになったものと思われる。

　すでにすばらしい進展をみせているDDR農業の高度化が今後どのように進

展するか，そのもとでどのような農産物価格政策がうちだされていくか，大き

な期待をもって注目したい。　　　　　　　　1∴ls．一　．，　”　”・＝　・…・t：’　一
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